
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費【令和４年度決算】

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額５６４，６２３千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費 （うち一般財源　３，６４９，１５５千円）

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

1,136,290 517,913 266,891 90,000 261,486 障害者自立支援費     　        90,000

89,262 385 2,386 86,491

1,971,673 1,028,205 378,861 19,988 130,000 414,619 私立認定子ども園施設型給付費　 20,000
私立保育所措置委託料 　 　　　110,000

176,533 57,316 298 689 45,000 73,230 児童扶養手当　45,000

681,551 503,462 29,552 6,010 142,527

296,598 295,656 942

261,490 100,670 11,009 120,000 29,811 医療扶助費　　　　　　         80,000
小児市助成医療扶助費　         40,000

4,613,397 2,402,552 776,657 0 40,082 385,000 1,009,106

668,501 26,705 13,352 84,623 543,821 介護給付費繰出金　             84,623

268,814 38,983 120,899 108,932

681,232 102,470 2,860 95,000 480,902 後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金　95,000         

380,220 2,339 279 4,445 373,157

1,998,767 68,027 237,000 0 7,305 179,623 1,506,812

318,394 174,566 8,436 135,392

14,580 14,000 580

741,543 8,901 300,000 432,642

1,074,517 183,467 0 0 322,436 0 568,614

7,686,681 2,654,046 1,013,657 0 369,823 564,623 3,084,532

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業等における社会保障施策に要する経費を計上

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上

５６４，６２３千円

７，６８６，６８１千円

事業名 経費
特定財源 一般財源

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

合計


